
「まち・ひと・しごと創生本部」
基本政策検討チームヒアリング資料

北海道知事 高橋 はるみ

平成２６年１０月１０日

～北海道の「資源」を活かした地域産業基盤の強化～



 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  

北海道における人口減少問題について 
－現状と対応の検討－ 

 
現状 

人口減少の進行を緩和するためには、産業の振興・安定した雇用の場の確保が重要であり、とりわけ本道の場合は、その「資

源」を活かすことができる一次産業（農業・林業・水産業）や観光といった分野を中心とした取組が必要 

検討の切り口の一つとして、「出生率の高い市町村」、「人口減少率が
比較的小さい市町村」の中から「持続可能性」のヒントを抽出 

Ⅰ 出生率に関する分析（道内における合計特殊出生率の高い市町村） 

 

Ⅱ 市町村別将来人口推計に関する分析（若年女性[20～39歳]の人口減少率(推計)が低い市町村） 

 

対応の検討 

特徴 ･第１次産業就業者の割合が高い ･２０代の有配偶者率が高い ･３世代同居割合が高い 

･一部市町村を除き、若年女性人口の減少率が高い（2010→2040 推計）  

特徴 農業をはじめ人口維持に資する多様な特性を有している 

[例] ・観光・リゾートが雇用の場となっている 

・周辺地域の生活拠点として機能しながら、複数業種が 

  雇用の場となっている   等 

※数値は産業別 

就業者割合 
[H22 国勢調査] 

※日本創成会議による推計 

本道の人口は全国に先駆けて 1997 年(H9)をピー
クに減少 
＜半世紀にわたる社会減に加え(1995 年(H7)を除
く)、2003 年(H15)から自然減が継続＞ 

若年女性

人口変化率

第１次 第２次 第３次 (2010→2040)

産　業 産　業 産　業 (※)

北海道 1.25 5,506,419 7.7 18.1 74.2 8.4 32.6 3.9 2,800 － △47.5％
1 えりも町 1.90 5,413 48.6 12.3 39.0 16.7 41.7 11.5 2,752 57 △55.0％
2 別海町 1.86 15,855 40.9 13.1 46.0 15.5 44.6 12.3 3,067 15 △50.6％
5 猿払村 1.75 2,825 33.4 27.6 39 11.2 50 6.1 4,506 1 △41.7％

産業別就業者割合(％)
納税義務者(所得割)

1人当たり対象所得

20～24歳 25～29歳 所得(千円) 順位

市町村名
合計特殊
出生率

(H20～24)
人口

有配偶者割合(％) ３世代
同居割合

(％)

･帯広市に隣接。 
･農業と製造業の就業者割合が高い。 
【農業】 
 男女12.8％、男性12.9％、女性12.7％ 
【製造業】 
 男女9.8％、男性11.0％、女性8.3％ 

音更町 [ベッドタウン+α型] 
･卸売・小売業の就業者割合が高い。 
【卸売・小売業】 
 男女18.2％、男性15.8％、女性21.6％ 
･農業の就業者割合が高い。 
【農業】 
 男女12.1％、男性12.4％、女性11.6％ 

中標津町 [地域の生活拠点+α型] 
･宿泊業等の就業者割合が高い。 
（キロロリゾート等） 
【宿泊業等】 
 男女18.9％、男性19.3％、女性18.3％ 
･農業の就業者割合が高い。 
【農業】 
 男女31.3％、男性29.7％、女性34.2％ 

赤井川村 [観光・リゾート+α型] 

若年女性人口 

変化率△21.8% 

若年女性人口 
変化率△17.3% 

若年女性人口 
変化率△36.3% 

・札幌市への人口集中 

2010 年（H22）約 35％ 

→2040 年（H52）約 41％［社人研］ 

約 43％［日本創成会議］ 

・販売農家戸数 

H15 59,808 戸→H25 40,200 戸(▲19,608 戸) 

(耕地面積 1,175,000ha→1,151,000ha) 

［農水省「農業構造動態調査」］ 

・後継者のいない道内企業 

72.8％（全国平均 65.4％）［帝国ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸ］ 

・北海道からの道外への転出超過  9,144 人(H25)  

（全国１位） ［北海道「住民基本台帳人口移動報告」］ 

・北海道 1.28(45 位)、全国 1.43、東京都 1.13  
［H25 厚労省「人口動態調査」］ 

・札幌市 1.08  
［H20～H24 厚労省「人口動態保健所・ 
市区町村別統計」］ 

全国を下回る合計特殊出生率 

道外への人口流出 

札幌圏への一極集中 

産業等の担い手の減少 

卸売業

小売業

男女 5.6 8.1 16.7 6.2
男性 5.5 8.7 14.5 4.1
女性 5.7 7.5 19.7 9.0

道平均
就業率

農業 製造業
宿泊業
　　　等

猿払村 

中標津町 

別海町 
音更町 

えりも町 

赤井川村 札幌市 

(約 260km) 
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北海道の地域産業基盤の強化[食や観光など本道を支える産業の活性化] 

■ 本道においては、全国を上回るスピードで人口減少が進行しているが、その緩和を図るためには、地域において安定的な所得を確保できる就業の場 
  の確保が不可欠であり、広大な農地や豊かな海、恵まれた自然環境など本道の「資源」を活かしながら、地域産業の一層の振興を図っていくことが重 
  要となっている。 
■ このため、本道産業の基盤となる農林水産業と食品加工、流通・販売など食に関わる産業を結びつけ発展させる「食産業立国」を推進するとともに、 
  国際競争力のある質の高い観光地づくりを目指す「観光立国」の実現に向けて、更に取組を進めていく必要がある。 
■ また、ものづくり産業や人材育成と雇用の確保を進め、地域を支える産業力の強化やリスク分散の視点を重視した本社機能移転、企業の誘致、食 
  料・エネルギーの安定供給能力の強化など、バックアップ拠点の形成に一層取り組んでいく必要がある。 
■ そのためには、地域の実情や特性を踏まえた実効性のある施策を積極的に推進できるよう、国において、複数年にわたって効果的に活用できる自由 
  度の高い交付金・基金を創設するなど、地域の主体的・自主的な取組を支援していく必要がある。 

２ 

北海道の一次産業や観光の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 訪日外国人来道者数  

農業 水産業 

林業 観光 

北海道 
5,536千ha 

全国 
25,081千ha 

■ 森林面積  

■北海道の食料自給率への寄与率（カロリーベース）  

■生産量で北海道が全国一の主な農水産物 

■ 水産業の生産量と生産額  

総生産に占める一次産業のウエイト（3.7％）は全国平均
（1.2％）より高い 

観光総消費額は約1兆3,000億円 
（農業産出額：約1兆円、漁業生産額：約3,000億円） 

全国の 
 

約1/4 
全国の 
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（万人） 

  供給 
  カロリー 

全国 
(A) 

北海道 
(B) 

寄与率 
（B/A) 

2,431kcal  942kcal  208kcal  22.1% 



 

 

〇 ６次産業化の推進に向けた、生産者と事業者間のネットワーク 

  づくりや、農畜産物の輸出の取組などを支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 北海道農業担い手育成センターにより、新規就農の促進など 

  農業の担い手育成を総合的に支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 飼料生産を外部化し、乳牛管理に重点を置くため、粗飼料の生 

  産からＴＭＲ（混合飼料）の調整・供給までを行うＴＭＲセンター 

  の設立を推進 

 

〇 地域農業を支える法人化を推進 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

〇 ６次産業化や輸出の促進 

 ➢農林漁業成長産業化ファンドに 

   おける出資要件の緩和 

 ➢農林漁業者と連携して取り組む 

   加工業者等が実施する機械・ 

   施設等の整備への支援 

 ➢農畜産物の輸出促進のための 

   物流面を含めた環境の整備 

 

 

 

〇 次代を担う新規就農者の育成・ 

  確保 

 ➢新規参入者に対する初期投資 

   の負担軽減 

 ➢後継者就農の実態を踏まえた 

   青年就農給付金の要件見直し 

 

 

 

 

〇 多様な地域の力を活用した地域 

  営農システムの整備 

 ➢コントラクターやＴＭＲ（混合飼 

   料）センター、酪農ヘルパー等 

   営農支援システムの育成支援 

 ➢農地や農作業の引受け等を担 

   う複数戸法人の設立への支援 

 

 

 

 

 

 

〇 農産物の付加価値向上や所得確保、 

  雇用の場の創出等に向けた６次産業 

  化や輸出拡大の取組が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 農業就業人口の減少・高齢化が進行 

  する中、多様な担い手の育成・確保 

  や、就業の場にもつながる営農支援 

  システムの育成が必要 

 

■本道の農業就業人口の推移 

 

 

 

 

現状・課題 道内の動き 国への提案 

３ 

■長いもの輸出 
・ＪＡ帯広かわにしを中心に、地域の８農協が連 
 携し、台湾やアメリカに輸出。 
・国内では安価で取引される太物（４Ｌ）を好む 
 相手国のニーズに対応。 

＜輸出額＞ 
H22:8.5億円 
 → H25：15.0億円 
 

区分 平成２年 平成12年 平成22年 平成25年 平成26年
就業人口

(万人)
21 15 11 10 10

65歳以上
(%)

20.8 31.2 34.4 34.5 37.2

■Ｒ＆Ｒおんねない 
・北海道美深町の酪農家グループ「Ｒ＆Ｒおんねない」は、後継者のい 
 ない酪農家８戸が平成15年に新規就農の受入れ組織として設立。 
・担い手育成センター等から紹介を受けた就農候補者は、１年目は会 
 員の各農場で技術を学び、２年目からは継承予定の農場で研修を積 
 み、順調ならば３年目に就農。 
・研修中は町が月20万円を上限に生活費を支給。 
・これまで、３戸で経営継承が実現している。 

果樹農家。ﾌｧｰﾑﾚｽﾄﾗﾝの経
営やﾘﾝｺﾞｼﾞｭｰｽなどの製造
に取り組んでいる。 

・仲野農園（空知管内長沼町） 
■６次産業化の取組 

 北海道の地域産業基盤の強化[食や観光など本道を支える産業の活性化] 【農業】 

■(株)TACSしべちゃ（農業生産法人） 
・標茶町農協、㈱雪印種苗、標茶町、 
 生産者など異業種で設立。 
・企業の技術を活用した草地型酪農を実 
 証し、将来的に地域への技術波及を目 
 指している。 



 

 

〇 市場ニーズに対応した良食味米などの品種の開発 

  やＩＣＴ技術を活用した効率的で高精度な生産技術 

  の開発に向けた支援を実施 

  

 

 

 

〇革新的な新技術の開発・普及の推進 

 ➢優良品種・新技術の開発とその普及に対す 

   る支援の充実 

 ➢農作業の超省力化や精密な農業を実現す 

   るためのロボット技術、ＩＣＴを活用した先端 

   技術の導入促進に対する支援 

 

 

〇 市場ニーズに対応しつつ、農業の生 

  産性向上等に向けた取組が必要 
 

 

 

 

 

現状・課題 国への提案 

＜ＧＰＳ等を活用した無人農作業機＞ 

ロボットトラクター
（北大実証試験） 

４ 

道内の動き 

■「ゆめぴりか」（H20年水稲優良品種） 

・府県産ブランド米に対抗しうる北海道の 

 高品質ブランド米として位置付け、H22年 

 産からは首都圏でも販売開始し、知名度 

 も向上。食味ランキングではH23年産より 

 ３年連続の特Ａ（最上位）。 

■北海道米の道内食率 

・H8：37％→H25：91％ 

■実用化された主な先進農業機械・技術 

・農作業機の走行経路を誘導するGPSガイダンスシステム 

 ＜道内向け出荷台数＞  

  H22：480台→H25：780台 

・高精度に散布量や散布範囲を制御する農作業機 

 北海道の地域産業基盤の強化[食や観光など本道を支える産業の活性化] 【農業】 
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〇 日本海漁業の再生に向け、回遊魚を中心とした生産体制か 

  ら、計画的かつ安定した生産が期待できるホタテやカキの養 

  殖等を主体とした新たな生産体制づくりを推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 HACCPの導入促進など相手国の需要に対応した輸出環境 

  の整備 

〇 道産ホタテガイについて、欧米諸国で普及している水産エコ 

  ラベル（ＭＳＣ認証）の取得支援により国際競争力を高め、海 

  外販路を拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 漁業研修所での新規学卒者やＵ．Ｉターンの新規就業者を対 

  象とした研修の実施、北海道漁業就業支援協議会が行う漁 

  業就業に関する情報の提供、新規就業者の受入れ環境の 

  整備を促進 

 

 

 

〇 新たな生産体制づくりへの支援 

 ➢疲弊する日本海地域において、新た 

   に養殖等に取り組む漁業者を広く対 

   象とした、施設整備や生産が軌道に 

   乗るまでの経営への支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 水産物の輸出拡大のための環境整備 

 ➢輸出先国が求める衛生基準を満た 

   した認定施設の整備に対する支援  

  の継続 

 ➢ＥＵ向けホタテガイ生産海域のモニ 

   タリングに要する経費に対する財政 

     支援 

 

 

 

 

 

 

 

〇 担い手の育成・確保への支援 

 ➢就業準備給付金の給付条件の緩和 

 ➢漁業就業後の収入が不安定な期間 

   の経営支援 

 

 

〇 日本海地域は、スケトウダラやホッ 

  ケ、イカ等主要魚種の漁獲が低迷 

  し、この10年間で漁業生産量が半 

  減しており、漁業の再生に向けた    

  取組が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 道産水産物の輸出拡大に向け、EU 

  をはじめ輸出先国が求める衛生基    

  準に対応していくことが必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 本道の漁業就業者は、後継者不足 

  から減少が続いており、また、男子 

  就業者のうち60歳以上が占める割 

  合が約４割と高齢化が進んでいる 

  ため、担い手の育成・確保が必要 

現状・課題 

５ 

＜道内港からのホタテガイの輸出量の推移＞ 
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(千トン) ＜海域別の漁業生産量の推移＞ 

国への提案 

＜新たな養殖＞ 

道内の動き 

養殖等を推進する主な魚種 
・ホタテガイ、マガキ、キタムラサキウニ等 

  北海道の地域産業基盤の強化[食や観光など本道を支える産業の活性化] 【水産業】 



 

 

〇 木造公共施設や木質バイオマスのエネルギー 

  利用施設の整備を進めるなど、各分野での木材 

  利用の拡大に向けた取組を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 ＣＬＴ（直交集成板）を使用したモデル施設の建 

  設や研究会が実施する強度試験への支援など 

  新たな木材需要の創出に向けた取組を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇  

 

 

〇 林業・木材産業の成長産業化の推進 

 ➢森林の整備から木造公共施設や木 

   質バイオマスのエネルギー利用施 

   設の整備など、地域の多様な取組を 

   支援する制度の継続、又は、これに 

   替わる恒久的な支援制度の創設 

 

 ➢ＣＬＴを主要構造材として利用できる 

   建築関係基準の早期整備など新た  

   な技術・製品の開発・普及への支援 

   の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 担い手の育成・確保への支援 

 ➢通年雇用等就業環境の改善や体験 

   研修、就業相談会の開催など、主に 

   若年を対象とした新規就業者の育 

  成・確保対策の拡充・強化 

 

 ➢優良事例の普及など林業事業体の 

   経営安定化対策の拡充・強化 

 

 

 

 

 

 

〇 本道の人工林資源が本格的な利用期を迎える 

  中、森林資源の循環利用を確立し、林業・木材 

  産業の成長産業化を実現することが必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状・課題 

６ 

国への提案 

・現状：供給量の９割が人工林材 [H3：3割→H24：9割] 
 
・今後、供給能力はますます増加      
 

道内の人工林は、トドマツ（52％）とカラマツ（30％）が大部分を占める   

10年後はトドマツ・カラマツ人工林の８割以上が利用可能 
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＜北海道の森林の現状＞ 
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４９％が利用可能 

７９％が利用可能 

林齢 

林齢 

＜高校生向けの林業現場体験＞ 
（士別市） 

北海道森林整備担

い手支援センター等

による就業希望者に

対する就業相談や技

能研修の実施、新規

参入者の通年雇用

に係る奨励金の支給

等の取組を推進 

道内の動き 

■森林整備加速化・林業再生基金を活用した取組 
・間伐や路網の整備、木造公共施設の整備、木質バイオマ 
 スのエネルギー利用施設の整備など、川上から川下に至 
 る地域の様々な取組を支援 
 
 
 
■バイオマス産業都市の選定地域 
・下川町：木質地域熱利用・発電、ヤナギ・ススキ利用 
・十勝地域：木質熱利用・発電 
・興部町：木質バイオマス発電（林地残材） 
・釧路市：木質バイオマス発電、ペレット（林地残材） 
 
■道産木材を使用したＣＬＴ（直交集成板）の利用促進 
・ＣＬＴ（直交集成板）を使用したモデル施設の建設や研究会 
 が実施する強度試験への支援など、新たな木材需要の創 
 出に向けた取組を推進 
 
■未利用森林資源の活用 
・ 

 北海道の地域産業基盤の強化[食や観光など本道を支える産業の活性化] 【林業】 

林業労働者数は、平成17年を底に近年増加傾向

にあるが、高齢者の割合が高く、将来にわたって

森林資源の循環利用を推進するためには、若年

者を中心とした林業労働力の安定的な確保が必

要 

生産林業所得が増加 ［ H21：170.2億円→H24：192.7億円］ 
道産木材供給率が上昇［ H19：52.7％→H24：55.6％］ 

エステー(株)では、平成23年から

北海道産トドマツの枝葉から抽出
した精油・精水を使い、森林浴効
果や環境汚染物質浄化作用など
を持たせた製品開発事業を行っ
ている。 



 

 

〇 訪日外国人来道者数が増加傾向にあ 

  る中、滞在型観光による交流人口の増 

  加や質の高いサービスの提供による 

  満足度の向上が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 ASEAN諸国や台湾、韓国など国・地域のニーズに応じ 

  た戦略的な誘客を促進 

〇 外国人観光客の情報収集・発信などの利便性向上の 

  ため、民間企業と連携し、無料公衆無線LAN （Wi-Fi） 

  環境の整備を促進 

〇 体験型観光の充実など道内各地の多彩な魅力・特色を 

  活かした滞在型観光地づくりを推進 

〇 各地のワイン・チーズといった「食」の魅力を活かした 

  フードツーリズムを推進 

 

 ■ニセコ町（オーストラリア等からの観光客） 

 ・ 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

〇 外国人観光客の誘致促進 

 ➢「クールHOKKAIDO」の推進に向け 

   た支援の充実 

 ➢ビジット・ジャパン事業の加速的な 

   推進 

 ➢ビザ発給要件の更なる緩和 

 ➢新千歳空港の発着枠の早期拡大 

   及び一部外国航空会社の乗り入れ 

   制限の緩和 

 ➢ＣＩＱ体制の整備・充実など地方空 

   港の活用促進 

  

〇 外国人観光客の受入環境の整備 

 ➢外国語併記の観光案内標識等の 

   設置 

 ➢公共空間における無料公衆無線 

   LAN （Wi-Fi）の整備推進 

 ➢多様なニーズに対応した統合型リ 

   ゾート（ＩＲ）も含めた海外からの投 

   資促進への支援 

＜訪日外国人来道者数の推移＞  

現状・課題 

７ 

国への提案 道内の動き 

 
 
 
 
 
 
                                                 
                       
 
 
  

2010年頃からタイ人の観光客を受け
入れ、ホテルで浴衣を着て、和太鼓演
奏や餅つき体験、鮭の解体ショー、屋
外でのかまくら作りなど地域住民によ
る手づくりのおもてなしが評判となり、
宿泊客が拡大。 

オーストラリア人の間で「ニセコに素
晴らしい雪がある」ということが口コ
ミで広がったことことをきっかけとし
て、来訪が急増。そうした情報が伝
播することで、アジアからの外国人
観光客なども増加を続けている。ま
た、ホテルやコンドミニアムなどの開
発投資が活発化している。 

 北海道の地域産業基盤の強化[食や観光など本道を支える産業の活性化] 【観光】 

■「クールHOKKAIDO」プロジェクト                                          
                       
 
 
  

・総合的な情報発信モールに向けた環境整備（ベトナム） 
・テレビ局を活用した販路・誘客の拡大（フィリピン） 
・メディア連動型アンテナショップ・フェア（シンガポール） など 

H22 H23 H24 H25

中国 135,500 101,400 102,200 158,300

韓国 148,900 89,700 123,600 141,600

台湾 183,700 191,200 280,800 415,600

香港 87,100 56,200 72,600 107,300

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 28,800 17,700 23,500 35,600

タイ 18,400 9,700 37,000 98,800

豪州 25,600 20,500 29,400 35,400

その他 113,700 83,300 121,300 160,500

合計 741,700 569,700 790,400 1,153,100

（単位：人）  

■枝幸町（歌登）（タイからの観光客） 
・ 



 

 

〇 本道の農業産出額及び漁業生産額は 

  全国1位であるが、食品工業付加価値 

  率は全国44位であり、付加価値向上が 

  必要 

 

 

 

 

 

〇 食品工業のみならず関連産業を含め 

  た産業集積の促進が必要 

 

〇 リスク分散の観点から企業の誘致促進 

  が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 産学官金・オール北海道体制で 

  食クラスター活動を展開 

〇 北海道食品機能性表示制度 

  （愛称：ヘルシーDo） 

  を平成25年4月より開始 

  （H26.9現在 26品目認定） 

 

 

 

〇 冷涼な気候や豊富な農林水産資源、低い災害リスクな 

  ど本道の特性を活かした企業誘致を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 食の付加価値向上 

 ➢食の研究開発を促進する地域の試 

   験研究機関への支援 

 ➢機能性表示の緩和及び機能性食 

   品開発への国による支援制度の創 

   設 

 

 

 

〇 地方への企業立地の促進 

 ➢企業の本社機能や生産拠点等の 

   移転・立地の促進に向けた、法人   

   税や法人事業税の大幅な軽減措 

   置など新たな支援制度の創設 

 ➢企業立地促進法における支援措置 

   の投資要件緩和や機械装置等の 

   地方税の対象化と財政支援措置の 

   充実 

 

 

＜北海道食品機能性表示制度 ＞ 

現状・課題 

８ 

国への提案 道内の動き 

■道内の企業立地の状況 
 ＜データセンター＞ 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  ＜食品工場＞ 
 

冷房コストの削減につながる冷涼な気
候、広大で安価な産業用地など本道の
優位性を活かした立地が徐々に進展 
 

【例】 さくらインターネット(株)〔石狩市〕 
      日本ユニシス(株)〔札幌市〕 

安全・安心で良質な北海道産の原材料
を活用した食品製造のための立地が
進展 
 

【例】(株)山口油屋福太郎 （せんべい） 
    〔小清水町〕 
    フジッコ(株) （ヨーグルト、豆製品） 
    〔千歳市〕  

さくらインターネット(株) 

(株)山口油屋福太郎 

      北海道の地域産業基盤の強化[食や観光など本道を支える産業の活性化] 【製造業等】 

＜企業立地件数の推移＞  

  ※北海道調べ 

  （件） 

１位 奈良 県 45.1 ％ 

２位 高知県 41.4 ％ 

３位 石川県 40.7 ％ 

44 位 北海道 27.8 ％ 

〈 順位 〉 〈 都道府県 〉 〈 付加価値率 〉 
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〇 地域の強みを活かしたものづくり産業 

  の競争力強化やすそ野の拡大が必要 

 

 

 

〇 ものづくり産業において、女性の多様な 

  価値観や感性を活かした取組が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇  

 

 

 

 

 

〇 本道に強みのある一次産業や食品加工業と連携した 

  機械の共同開発等による新たな需要の掘り起こしや道 

  外への販路を拡大 

 

 

〇 ものづくり産業への女性の就業促進に向け、女性が活 

  躍する企業の現場を見学するバスツアーなど「ものづく 

  り『なでしこ』応援プロジェクト」を展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 中小企業・小規模事業者の経営改善や事業再生、経 

  営基盤強化を支援するとともに、新規創業者の経営安 

  定化に向けた支援を行うなど、企業のライフステージに 

  応じた支援を展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 ものづくり産業の競争力強化 

 ➢戦略的基盤技術高度化支援の拡 

   大など新たな需要や販路の拡大に 

   向けた支援の充実 

 

〇 ものづくり産業の振興に向けた女性 

  の参画促進 

 ➢女性等のものづくりに対する意識 

   の醸成等を図る施策の充実・創設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 中小企業・小規模事業者に対する 

  支援 

 ➢道内各地における支援体制の整備 

   や新たな事業活動への取組に対す 

   る支援の充実・強化 

 

＜全国に比して低い女性の就業率＞ 

現状・課題 

９ 

国への提案 道内の動き 

      北海道の地域産業基盤の強化[食や観光など本道を支える産業の活性化] 【製造業等】 

■職場見学バスツアー 
 
・開催日 
 平成26年8月5日：札幌・石狩コース 
 平成26年8月7日：千歳・苫小牧コース 
 
・参加人数 
 高校生など計44名  

見学の様子（札幌・石狩コース） 

地域の経済・雇用を支える中小企業・小

規模事業者の経営基盤の強化が必要 



まとめ 

人口減少の進行を緩和するためには、各地域において、基盤となる産業の振興
や安定した就業の場の確保が極めて重要。本道の場合は、それが一次産業（農
林水産業）や観光といった分野。 

１０ 

〇 

〇 

〇 

■ 

■ 

本道としては、こうした分野における取組を全道展開するため、農林水産業と食
に関わる産業を結びつけ発展させる「食産業立国」推進や、国際競争力のある
質の高い観光地づくりを目指す「観光立国」実現に向けて、各種施策に重点的に
取り組んでいるところ。 

また、こうした産業を支え、付加価値を高める ものづくり産業や地域雇用を支え

る中小企業・小規模事業者の経営基盤を強化するとともに、食料・エネルギーの
安定供給能力の強化、リスク分散の視点を重視した本社機能移転などバック
アップ拠点の形成にも力を入れて取り組んでいるところ。 

国において、こうした本道の取組に代表されるような、地域の戦略的な取組を後
押しする、複数年にわたって効果的に活用できる自由度の高い交付金・基金を
創設するなど、地域の主体的・自主的な取組への支援、いわゆる伴走支援をお
願いしたい。 

また、東京一極集中の是正など我が国の構造的な課題解決に取り組むことが必
要不可欠であり、地方目線でしっかりと取組を推進していただきたい。 


	①ヒアリング資料（北海道）（表紙のみ）
	スライド番号 1

	②ヒアリング資料（北海道）（P1）
	③ヒアリング資料（北海道）（P2-5）
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4

	④ヒアリング資料（北海道）（P6-10）
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	まとめ


